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ロシア／一般概況

基本情報

モスクワ首 都

ロシア語言 語

1 ルーブル（RUB） ＝ 1.95 円 （2026年3月10日時点）通貨 ・ レ ー ト

1月1日～12月31日会 計 年 度

ロシア正教、キリスト教、イスラム教、仏教、ユダヤ教など主 な 宗 教

共和制，連邦制（共和国や州等83の構成主体からなる連邦国家）政 治 体 制

 2018年3月の大統領選でプーチン氏の再選を決めた。2000年の初当選から通算4選となった。実権を維持した首

相時代（2008～12年）も含め、ほぼ四半世紀に及ぶ長期政権が可能になった。

 2022年2月のウクライナ侵略後は、プーチン政権の支持率は70～80％台にある。相次ぐ法律改正を通じて言論統

制を強めており、ロシア国内での活動を停止した国内の独立系報道機関、海外の報道機関等もある。

政治的安定性

 ウクライナとの国境数編地域には退避勧告が発令しており、その他の地域には、渡航中止勧告が出ている。また、

その他の地域は十分注意となっている。

 2022年2月24日、ロシアがウクライナへの侵略を開始し、ウクライナとの国境周辺地域では、軍事衝突により極め

て危険な状況が続いている。そのため、外務省からこれら地域への渡航はどのような目的であれ止めるように、ま

た、既に滞在されて居る方は直ちに退避するように勧告が出されている。

治 安 情 勢

（出所） 外務省ホームページ、JETRO ホームページ、みずほ銀行
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ロシア／一般概況／経済

人口動態、および人口成長率・年齢別人口構成

人口動態、および人口成長率

（出所） 世界銀行「World Development Indicators」、国際連合「World Population Prospects」（2026年3月時点）

年齢別人口構成

 2000年以降、人口は1億4,000万～1億5,000万人前後で推移。人口成長率は2017年を境にマイナスの傾向である。

2030年以降は予測値

2030年以降は予測値

人口成長率（％）
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ロシア／一般概況／経済

都市化率、上位5都市の人口

※都市化率とは、都市部に住む人口の割合。

都市化率※、上位5都市の人口

 ロシアでは、2000年時点で都市化率70％以上と、すでに都市化が進んでいる。

（出所） 国際連合「World Urbanization Prospects」 （2026年3月時点）
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ロシア／一般概況／経済

GDP、GDP成長率、一人当たりGDP

2025年
GDP

2,540.65
（10億US$）

2025年
一人当たり

GDP

17,445.75
（US$）

名目GDPおよび実質GDP成長率

一人当たり名目GDP

 2025年の名目GDPは約2兆540億米ドル、一人当たり名目GDPは約17,445米ドルとなる見込みである。

（出所） 国際通貨基金（IMF） 「World Economic Outlook Database」、世界銀行（2026年3月時点）
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2025以降は予測値

ロシア／一般概況／経済

インフレ率・為替レート

（出所） 国際通貨基金（IMF）「World Economic Outlook Database、IMF （2026年3月時点）

インフレ率 為替レート

 2024年のインフレ率は8.4%となっている。

 インフレ率は2025年には約9.0%まで上昇するが、2026年までには5%前後で推移する見込みである。
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ロシア／一般概況／規制

外国投資法

※1 事業許可は、各事業の担当省庁から交付される

 特定産業（軍需工業、旅客航空業、保険業、地下資源の開発など）については、外国企業による事業（活動）が禁止されており、

私有化への参加（参入）、外資の出資比率、役員などの国籍要件などに制限がある。

 他産業においては100％外資出資による現地法人（有限会社や株式会社）の設立が可能だが、医療機器・医薬品の製造につ

いては事業許可の取得が必要となる。

特定産業については
外国企業による
事業・活動が制限・禁止

特に規制はない
所定の手続きを経ることで会社設立は可能

「特定種の企業に関する許可について」によれば

医療機器・医薬品の製造は、
事業許可※1の取得が必要

事業体（現地法人）の設立に関する手続きの概要

親会社での必要書類の準備、設立関係書類への署名1

ロシア語翻訳のアレンジ及びロシアでの公証手続2

国家登記及び税務登録3

社印の作成4

地方当局への登録(国家統計局、年金基金、社会保険局、労働局等)5

銀行口座の開設と資本金の支払い6

（出所） JETRO ホームページ、JETRO「 ロシアにおける会社設立マニュアル （2018 年 3 月改訂版） 」

ただし

現地法人設立の条件等

手続としては駐在員事務所・支店よりも
容易であると言える
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ロシア／一般概況／規制

会社法（税制）

法人資産税

 税率の上限は、2.2%

恒久的施設を通じて、ロシア国内で営業活動を行い、かつ、

ロシア国内にある資産を有する外国組織は、固定資産への

課税がある

中小企業に対する簡易税制

 従業員100人以下

 年間の売上1億1,250万ルーブル以下

 固定資産価格1億5,000万ルーブル以下

 その他の用件

を満たす企業は、 ～ の税を納める代わりに、総収入方式

（控除なし。税率6％）または純収入方式（総収入から特定の支

出が控除される。税率5～15％）のいずれかを選択

 会社法で定められた税金は、大きく分けて4つある。

注）2017～2020年までは連邦政府予算に3%割り当てられる。
（出所） JETRO ホームページ

1

3

2

4

1 3

付加価値税

 基本は20%

 特定の医薬品、医療製品等の税率は10%

 必要不可欠な医療機器や医療サービス、教育サービ
ス、銀行サービス等の付加価値税は免除されている

法人税

 企業利潤税は20%
うち、2%が連邦政府予算、

残りは地方政府予算に割り当て注）

※納税者が外国組織である場合、以下3種類に分類され、資産や
取引、配当金などに対して、課税を受けることがある

ロシア国内法に基
づき設立された外
資企業

ロシア国内におい
て恒久的施設を有
する外国組織

ロシア国内の源泉
から所得を取得す
る外国組織

21 3

優遇税制を受けら
れる場合においても、

最低税率は原則
12.5％
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ロシア／一般概況／規制

外貨持出規制

 ロシア連邦を仕向地とする支払手段（銀行券及び政府紙幣に限る）及び貴金属の輸出（日本からロシアへの持ち込み）につい

ては、一部の場合を除き財務大臣（税関長）の許可を受ける義務が課されている。

 ロシア連邦税関庁によれば、2022年3月に発表された制限措置により、ロシア出国前に税関申告を行っても1万US$を超える

外貨現金等は持ち出せない。1

上記を守らなかった場合、没収、罰金、もしくは刑事罰が科されることがある。

（出所） 在ロシア日本大使館ホームページ

1. 制限には外貨建ての金融商品も含まれており、金額の計算にあたっては、持出し日のロシア中央銀行の公式為替レートが適用される

入国時
（持ち込み）

出国時
（持ち出し）

原則として財務大臣
（税関長）の許可が必要
例外に関してはロシア大使館の

ウェブサイトを参照

財務大臣の許可が必要

税関申告が必要なケース・外貨持出禁止のケース

合計10,000US$相当以

上の外貨現金(外貨建て

の金融商品も含む)は持

ち出し不可となっている

10,000US$
相当以上の外貨現金等

10,000US$
相当以上の外貨現金等

持ち出し禁止
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医療関連
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ロシア／医療関連／医療・公衆衛生

健康水準および医療水準

 平均寿命は70歳、健康寿命は60.9歳である。

健康水準・医療水準を示す主な指標

注1）収縮期血圧（SBP）140以上もしくは拡張期血圧（DBP）90以上を高血圧とする
注2）BMI30以上。BMIは「体重（kg）÷（身長（m）×身長（m））」で算出される。
（出所） 世界保健機関（WHO） 「Global Health Observatory (GHO) data」 （2026年3月時点）

女 性男 性

74.3歳65.6歳
平均寿命 （2021年）

70.0歳

63.6歳58.2歳
健康寿命 （2021年）

60.9歳

4.75人
5歳以下の乳幼児死亡率
1,000人あたり（2022年）

9.4人－
妊産婦死亡率
10万人あたり （2023年）

41.2%47.3%
18歳以上の人口に占める
高血圧注1）患者の割合 （2019年）

24.0%23.4%18歳以上の人口に占める
肥満注2）の人の割合 （2022年）

18.4%34.7%
15歳以上の人口に占める
喫煙者の割合 （2025年）
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ロシア／医療関連／医療・公衆衛生

医療費支出額

（億US$）

（US$）

医療費支出総額と政府の医療費支出、政府の負担割合

一人当たり医療費の推移

（%）

政府以外の医療費支出

政府の医療費支出

政府以外

政府

医療費支出総額における
政府の負担割合

 2023年の医療費支出総額は約1,460億US$。そのうち70%を政府が捻出している。

（出所） 世界保健機関（WHO）「Global Health Expenditure Database」 （2026年3月時点）

※1：2022年10月時点のWHOのデータから計算
※2：全てUS$の2019年価値で計算
※3：Current Health Expenditureを医療費支出総額として計算
※4：Domestic General Government Health Expenditureを政府の医療費支出として計算
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ロシア／医療関連／医療・公衆衛生

疾病構造・死亡要因【大分類】

死亡要因の割合 （1990年⇒2019年）

1990年 2019年

84.9%

3.6%
11.5%

非感染性疾患

感染症

事故等

62.4%

26.8%

6.6%
4.2%

 2019年、ロシアにおける死因の第1位は「非感染性疾患」で、全体の62.4%弱を占めました。これは、非感染性疾患の割合が高

い先進国に典型的な構成である。

 同時に、1990年と比較すると、感染症には顕著な変化が見られる。2021年には感染症が死亡者の26.8%を占めていたが、1990

年にはその数字は3.6%であり、この期間に大幅に増加したことを示している。

（出所）WHO, Institute of Health Metrics and Evaluation 「Global Burden of Disease Study」 (2019) （2026年3月時点）

非感染症

感染症

COVID-19パンデミック関連

事故等
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ロシア／医療関連／医療・公衆衛生

疾病構造・死亡要因【中分類】

2022年の死因トップ10

 2018年から2022年まで、循環器系疾患、新生物、外因性疾患が死因の上位3位を占めている。

（出所）ロシア人口統計年鑑2023年、連邦国家統計局（2026年3月時点）

死因トップの推移（2018年と2022年）

女性 (%)
(942,557)

男性 (%)
(956,087)

合計 (%)
(1,898,644)

死因

47.040.643.8①循環器疾患

13.915.614.8②新生物

3.212.17.7③死亡の外因

7.43.95.7④神経系疾患

5.05.85.4⑤消化器系疾患

3.25.34.3⑥呼吸器系疾患

4.33.84.0
⑦他に分類されない症状、徴候
及び臨床検査値の異常

3.11.52.3
⑧内分泌疾患、栄養疾患及び
代謝疾患

0.91.21.4⑨特定の感染症及び寄生虫症

1.31.11.3⑩泌尿生殖器系の疾患

10.18.39.2その他

20222018

%疾患

43.8循環器系疾患

14.8新生物

7.6死亡の外因

5.6神経系の疾患

5.4消化器系の疾患

4.2呼吸器系の疾患

4.0
他に分類されない症状、徴
候および異常な臨床所見
および検査所見

2.3内分泌・栄養・代謝疾患

1.3特定の感染症・寄生虫症

1.2泌尿器系疾患

順位 順位%疾患

46.8循環器系疾患

16.2新生物

7.9死亡の外因

6.8
他に分類されない症状、
徴候および臨床検査値の
異常

6.0神経系の疾患

5.2消化器系の疾患

3.3呼吸器系の疾患

2.3内分泌・栄養・代謝疾患

1.8
特定の感染症および寄生
虫症

1.1泌尿生殖器系の疾患

9

8

7

6

5

4

3

2

1

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

10

その他:精神および行動障害、筋骨格系および結合組織の疾患、皮膚および皮下組織の疾患、血液および造血器官の疾患、ならびに免疫機構が関与する特定の疾患、耳および乳様突起の疾患、妊娠、出産および産後の合併症。 眼および付属器の疾患、周産期に起因する特定の疾患、先天

性奇形、変形および染色体異常、外傷、中毒およびその他の外的原因による特定の結果、特殊目的のためのコード
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ロシア／医療関連／医療・公衆衛生

疾病構造・死亡要因 【小分類】

 循環器疾患では虚血性心疾患が、消化器疾患では肝疾患が主な死因であった。

（出所）Federal State Statistics Service, Demographic Yearbook of Russia 2023 （2026年3月時点）

2022年における疾病要因別の医学的診断による死亡者数とその割合（％）

女性男性合計
死因

(%)(総死亡者数:443,145人)(%)(総死亡者数:388,412人)(%)(総死亡者数:831,557人)

53.22235,86155.38215,12154.23450,982a. 虚血性心疾患

33.68149,27125.6699,66329.94248,934b. 脳血管疾患

4.0017,7456.4625,0845.1542,829c. その他の心疾患

1.787,8801.365,2831.5813,163d. 高血圧性心疾患および/または腎疾患

7.3132,38811.1443,2619.1075,649その他

① 循環器系疾患

② 呼吸器系疾患

女性男性合計
死因

(%)(総死亡者数:47,642人)(%)(総死亡者数:55,709人)(%)(総死亡者数:103,351人)

42.2220,11551.4928,68647.2248,801a. 肝疾患

10.715,10415.418,58413.2413,688b. 膵臓疾患

10.965,22311.656,49111.3311,714c. 潰瘍

3.361,5991.649142.432,513d. 胆道症および胆嚢炎

32.7515,60119.8111,03425.7726,635その他
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ロシア／医療関連／医療・公衆衛生

疾病構造・死亡要因 【小分類】

 外因性の死因では、死因の上位を占めるのは不確定事象であり、呼吸器疾患では肺炎が死因の上位を占めていた。

（出所）Federal State Statistics Service, Demographic Yearbook of Russia 2023 （2026年3月時点）

2022年における疾病要因別の医学的診断による死亡者数とその割合（％）

女性男性合計
死因

(%)(総死亡者数:30,231人)(%)(総死亡者数:115,809人)(%)(総死亡者数:146,040人)

33.8610,23729.6834,37430.5544,611a. 意図不明の事象

12.983,92510.0711,66410.6715,589b. 交通事故 (全種類)

7.552,2839.7411,2819.2913,564c. 自殺

5.611,6975.916,8475.858,544d. ときにアルコール中毒

9.552,8863.974,5925.127,478e. 歩行者事故

4.171,2623.594,1523.715,414f. 殺人

1.895702.603,0082.453,578g. 不慮の溺死

3.089321.671,9361.962,868h. 煙、火、炎への暴露

21.306,43932.7737,95530.4044,394その他

➂ 疾病の外的原因

➃ 呼吸器疾患

女性男性合計
死因

(%)(総死亡者数:30,803人)(%)(総死亡者数:50,701人)(%)(総死亡者数:81,504人)

57.0317,56849.7225,20852.4842,776a. 肺炎

32.7110,07741.7321,15538.3231,232b. 慢性呼吸器疾患

10.253,1588.564,3389.207,496その他
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ロシア／医療関連／医療・公衆衛生

疾病構造・死亡要因 【小分類】

 新生物の中では悪性新生物が主な死因であり、一部の感染症および寄生虫症の中ではHIV疾患が主な死因であった。

（出所）Federal State Statistics Service, Demographic Yearbook of Russia 2023 （2026年3月時点）

2022年における疾病要因別の医学的診断による死亡者数とその割合（％）

女性男性合計
死因

(%)(総死亡者数:131,548人)(%)(総死亡者数:149,561人)(%)(総死亡者数:281,109人)

98.221, 29,20198.771, 47,72898.512, 76,929a. 悪性新生物

1.782,3471.231,8331.494,180その他

➄ 新生物

➅ 特定の感染症及び寄生虫症

女性男性合計
死因

(%)(総死亡者数:8,904人)(%)(総死亡者数:17,303人)(%)(総死亡者数:26,207人)

61.325,46059.7810,34460.3015,804a. ヒト免疫不全ウイルス (HIV) 疾患

13.691,21924.794,28921.025,508b. 結核 (全種類)

8.687737.351,2727.802,045c. ウイルス性肝炎

3.212861.212091.89495d. 腸感染症 (A00~A09)

13.101,1666.871,1898.992,355その他
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ロシア／医療関連／医療・公衆衛生

疾病構造・死亡要因 【小分類】

 内分泌・栄養・代謝疾患では糖尿病が主な死因であり、他に精神・行動障害、妊娠障害があった。

（出所）Federal State Statistics Service, Demographic Yearbook of Russia 2023 （2026年3月時点）

2022年における疾病要因別の医学的診断による死亡者数とその割合（％）

女性男性合計
死因

(%)(総死亡者数:29,774人)(%)(総死亡者数:14,491人)(%)(総死亡者数:44,265人)

96.2528,65794.1613,64595.5742,302a. 糖尿病

3.751,1175.848464.431,963b. その他

➆ 内分泌・栄養・代謝疾患

➇ 精神・行動障害

女性男性合計
死因

(%)(総死亡者数:9,693人)(%)(総死亡者数:7,323人)(%)(総死亡者数:17,016人)

9.1688851.633,78127.444,669
a. アルコールの使用による精神障害および行
動障害 (F10)

5.7255426.401,93314.622,487
b. 薬物等の向精神薬の使用による精神・行動
障害 (F11~F19)

85.128,25121.971,60957.959,860その他

➈ 妊娠、出産、産後の合併症

女性男性合計
死因

(総死亡者数:170人)-(総死亡者数:170人死亡)
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ロシア／医療関連／医療・公衆衛生

疾病構造・死亡要因 【小分類】

 血液関連疾患・症状・徴候・臨床検査値異常のうち、他に分類されないものは溶血性貧血が主な死因であり、皮膚・皮下組織

が他の死因であった。

（出所）Federal State Statistics Service, Demographic Yearbook of Russia 2023 （2026年3月時点）

2022年における疾病要因別の医学的診断による死亡者数とその割合（％）

女性男性合計
死因

(%)(総死亡者数:835人)(%)(総死亡者数:579人)(%)(総死亡者数:1,414人)

64.1953658.5533961.88875a. 溶血性貧血

35.8129941.4524038.12539その他

➉ 血液および造血器官の疾患と免疫機構が関与する特定の疾患

⑪ 他に分類されない症状、徴候及び臨床検査値の異常

女男合計
死因

(%)(総死亡者数:40,939人)(%)(総死亡者数:36,632人)(%)(総死亡者数:77,571人)

69.3328,38320.987,68546.5036,068
a. 老衰

30.6712,55679.0228,94753.5041,503その他
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ロシア／医療関連／医療・公衆衛生

医療機関 - 医療機関区分と施設数・病床数の推移

病院数の推移 病床数

（床） （床）

（出所） ロシア連保国家統計局 RosInfoStat (https://rosinfostat.ru/) (https://medresearch.ru/chislo-bolnichnyh-uchrezhdeniy) （2026年3月時点）
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ロシア／医療関連／医療・公衆衛生

医療機関 - 公的医療機関（1/2）

 政府は、医療制度改革、および医療機器・医薬品の輸入代替を推進するべく、様々な施策を打っている。

 2015年には、公共調達において、ロシア、アルメニア、ベラルーシ、カザフスタン製の医療製品を含む応募が2件以上あった場

合、発注者はこれらの国以外の外国製品を含む全ての応募を却下するというルールが、政府により導入された。

 ロシア、アルメニア、ベラルーシ、カザフスタンは、ユーラシア経済連合（EEU）加盟国である※。

（出所JETRO ホームページ、有識者ヒアリング、各医療機関ホームページ

※ユーラシア経済連合（EEU）には、他にキルギスが加盟しており、合計5ヶ国が加盟している。
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ロシア／医療関連／医療・公衆衛生

医療機関 - 公的医療機関（2/2）

 主要な公的医療機関を以下に示す。

モスクワにおける主要な公的医療機関の概要

大統領府
中央病院

検査機器、手術設備が整っている。

外国人向けの他の私立病院が、重症疾患の

患者を入院させることもある。

第31病院
1970年設立。ロシアを代表する公的医療機関。

17の診療科があり、病床数は563。900名程

度のスタッフを有する。

第4病院
1763年設立。検査や外科治療、臨床検査など

を行う歴史ある病院

（出所） ロシアNIS貿易会「ロシアNIS調査月報2013年7月号」（2013）、 JSN「ロシア通信 176号」（2014）、各医療機関ホームページ、キヤノンメディカルシステムズホームページ、有識者ヒアリング

セチェノフ名称
第一モスクワ
国立医科大学

1758年設立の、ロシアで最大規模の医科大

学 。 2015 年 に（ 一 社） Medical Excellence
JAPANと東芝メディカルシステムズ（株）（現

キヤノンメディカルシステムズ）と共同で、日露

循環器病画像診断トレーニングセンターを設

立。

ピラゴフ名称
ロシア国立

医学研究大学

1906年設立、旧モスクワ第二医科大学。

9,000名の学部生、583名の大学院生、798名

の研修医、400名のインターン生などを擁して

おり。
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ロシア／医療関連／医療・公衆衛生

医療機関 - 民間医療機関

 主要な民間医療機関として、ロシア全土に展開するメドシーやインビトロ、母と子などが挙げられる。

主要な民間医療機関

診療施設数主な診療科概 要
名 称

（所在地）

142総合診療
CTやMRIなど設備の整った私立総合病院。小児科も併設。産婦人科はあるが
分娩は受け付けていない。

メドシー （全国）

54
産婦人科、

小児科
2006年に設立され不妊治療を含む産婦人科、小児科を得意とする病院グルー
プ。

母と子 （全国）

-総合診療1989年にフランスのヨーロッパ・アシスタンス社の参加によって設立された。ヨーロッパ医療センター （モスクワ）

-総合診療1990年設立。がんセンターや入院病棟、救急医療施設を備えた総合病院。メディツィナ （モスクワ）

20+総合診療2002年設立。口腔科や外科センターもある。SMクリニック （モスクワ、サンクトペテルブルク）

--医師数は700名の医師を有する病院。メッド・スイス （モスクワ、ほか）

（出所） 各病院HP、外務省HP、Medica tour HP
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ロシア／医療関連／医療・公衆衛生

医療従事者（1/2）

医療従事者数 10,000人あたり医療従事者数

 2010年以降、10,000人当たりの医師数は40人前後を保っているが、今後は医師の大量定年による医師不足が課題となる見

込みである。

10～30%の医師が定年を迎えており、

50～60%が定年に近づいているため、

今後は医師不足が課題となる見込み

（出所）世界保健機関（WHO）「Global Health Observatory (GHO) data」、Russia Business Today「 Russia’s Top Coronavirus Clinic Loses Nurses Over Poor Conditions, Low Wages」
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ロシア／医療関連／医療・公衆衛生

医療従事者（2/2）

（出所）Statista（2024年2月時点）

診療科別医師数

 診療科別の医師数を見ると、内科が最も多い。

内科, 183.6 外科, 79 歯科, 68 小児科, 61.9

産婦人科, 43.9

神経科, 28.8

放射線科, 23.6

精神科, 22

眼科, 19.1

耳鼻科, 14.5

衛生免疫・一

般衛生, 14

皮膚静脈科, 11.9

病理学, 7.4

理学療法・ス

ポーツ医学, 4.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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現地の臨床工学技士や理学療法士などの資格の有無

ロシア／医療関連／医療・公衆衛生

 ロシアでは、臨床検査技師や放射線技師などの職種が存在している。需要に比べては数が足りていないとされているが、

人数は公表されていない。

 WHO等が把握している人数は以下の通り。

（出所） WHO、世界作業療法連盟（2026年3月時点）

医療専門職の数

臨床工学技士 2017年

薬剤師 2020年

作業療法士 2016年

2名

5,748名

37名
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ロシア／医療関連／制度

公的保険制度

1993年

 公的医療保険である「強制医療保険(OMS : Obligatory Medical System)」と、民間医療保険が存在。

 公営の医療施設では原則無償で医療サービスを受けられ、2015年時点では全国民の約 80～85%が強制医療保険に加入。

公的保険制度の変遷

強制医療保険制度が導入

 全国民が加入を義務付けられる。

 無料で受けられる医療サービス

の範囲があいまい。

 医療機関によって対応が異なる。

2011年

「ロシア連邦における強制医

療保険について」が施行

 無料で受けられる医療サービス

の範囲を見直し。

現 在

全国統一の保険証が発行

 制度上は、無料で受けられる医療

サービスの範囲が制定。

 民間医療施設も申請すれば強制医

療保険が適用される。

 被保険者は自分で保険会社や医療

施設を選ぶことができる。

 2015年には、性感染症、結核、HIV
感染および後天性免疫不全症候群

を除くほとんどの傷病を対象とした

一次医療、一部の高度医療を含む

専門医療、救急医療が無償で提供

される。

 中央政府が定めるものとは別に、地

方政府が定める追加的な無料の医

療サービス受けることができる場合

がある。

各連邦構成主体
強制医療保険基金

民間保険会社契 約

医療機関 医療機関 医療機関

診療費を支払

保険料の平均
（2013年）

保険料
保険料を

負担する人

12,332
ルーブル

賃金（上限は624,000
ルーブル）の5.1%

業種により軽減や免除措
置もある

雇用者就労者

4,469
ルーブル

基本となる保険料に地域
係数など、各種の係数を
かけて算出

地方政府非就労者

（出所） 国立社会保障・人口問題研究所 衣川靖子「ロシアの保健医療事情と政策・制度の動向」（2015）、厚生労働省「平成28年度 医療国際展開等推進事業 ロシア医薬品に関する市場及び将来的な事業可能性調査報
告書」(2017)

強制医療保険制度 保険料の支払い
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公的保険による
支払い総額の

6分の1

ロシア／医療関連／制度

民間保険制度

 民間保険の被保険者は、保険会社が指定する医療施設において無料で診療を受けることができるが、契約条件により受けら

れる診療内容は異なる。

 個人加入は普及しておらず、法人加入が保険料の金額ベースで94.0%（2012年）を占める。

公的保険に
よる支払い

の総額

民間保険に
よる支払い

の総額

38億US$
（2013年）

Sogaz

Ingosstrakh

 1993年設立。生命保険や損害保険も含め、100
以上の保険商品を提供しており、ロシアで最も多
くの保険商品を提供している。

 国内外5,700の医療機関において利用可能。ドイ
ツ、イタリア、チェコなどの医療機関との契約もある。

 保険商品により異なるが、一般的な医療サービ
スのほか、医療研究センターにおける専門医の
診察やロシア国内及び海外のリゾート地におけ
る療養・リハビリ診療などを含む商品もある。

 1947年設立。

 民間保険の加入者は60万人以上。モスクワでは
350の医療機関で利用が可能である。

 民間保険のほか、強制医療保険（公的保険）も
扱っている。

（出所） Medical Excellence JAPAN「日ロ先端医療センター（仮称）プロジェクト」（2015）、国立社会保障・人口問題研究所 衣川靖子「ロシアの保健医療事情と政策・制度の動向」（2015）

主な民間保険企業の概要民間保険市場における各社のシェア民間保険による支払い

Ingosstrakh
7

Zhaso
7

Sogaz
22

RESO Insurance
8

Alianz
7

その他
49
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ロシア／医療関連／制度

民間保険制度

182
315 372 428 519 603

727
843

958 1,004
1,154

1,307
1,462 1,543

1,665 1,731
1,850 1,879

2,038

2,425 2,375

2,683 2,670

3,170

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

年率+13%

（出所） Central Bank of Russian Federation, BusinesStat （2026年3月時点）

ロシアにおける民間医療保険の保険料収入
百万US$

 民間医療保険は主に雇用者が従業員のために加入するケースが多く、市場は順調に拡大している。
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ロシア／医療関連／制度

保健に関する制度・行政体制

 政府が薬剤を給付するような制度は複数ある。うち2005年には「公的薬剤給付制度」がスタート。ほかに、がんやA型肝炎、糖

尿病、HIV/AIDSといった疾病の入院患者に無償で薬剤を給付する制度もある。

 保健省は複数の公的給付制度、および償還制度を包括的に見直し、2014年以降の実施を検討している。

（出所） IMS 「IMS Pharmaceutical Pricing & Reimbursement Concise Guide RUSSIA」（2012）

概要 対象薬 問題点

 2005年に制度開始

 外来患者への薬剤償還の推進を目標

 2013年時点では、一部の対象者は医

師の処方箋（無料で取得できる）があ

れば、指定医薬品（ブランド名ではなく

成分の指定）の無償給付、または相当

額の現金給付を受けることができる。

公的薬剤給付制度の対象薬として

登録されるためには以下を保健省

に提出する必要がある。

 ロシア政府の
薬事認可

 医薬品名

 使用方法

 医学データ※1

 副作用

 希望価格

 医薬品供給能力
の保証

 他国における
薬価

 薬剤経済学上の
分析※2

※1 患者数などロシア国内のデータが重視される

※2 任意での提出。連邦政府保健省における薬剤経済学の
専門家は不足しているため、分析結果の審査精度は不明

 対象となる疾患が限られているなど受

益者は限定的である。

 地域によって対応が異なる。

「公的薬剤給付制度」について
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国家登録

適合申告 認 可

ロシア(Russia)／医療関連／制度

医療機器規制（1/2）
 医療機器分類は、4段階設けられており、リスクが低いものからClass I → II a → II b → III となっている。
 医療機器認可においては、国家登録の後、適合申告をロシア語で行う必要がある。製品のアップグレードなど、変更が生じた場合には

再度手続きを行う必要がある。なお、認可手続きの進捗は、ウェブサイトで確認できる。
 審査の過程で、ロシア国内に不必要、または、国内に競合が存在すると判断されると、認可が下りないこともある。また、登録しようとす

る医療機器の安全性、有効性に疑義が生じた場合やそのリスクがベネフィットを上回ると判断された場合等も同様に認可が下りないこと
もある。 (詳細は http://base.garant.ru/70291692/ の35.a, 35.b参照）

医療機器認可に必要な手続き

事前に
 性能検査
 臨床検査

を済ます

1 保健省に
国家登録を申請

認 可

3～18ヶ月

事前に現地の
登録認証機関
による認証を受
ける

1 連邦技術規則・
計量庁に適合申
告を申請

2週間程度

2 3

2 3 4 安全性・品質検査
※ 国外で生産された医療機器でも、

保健省担当者による製造拠点の
調査が行われる。費用は企業負担

 費用*

 費用:300US$程度

試験プロトコルと試験報告書5国家登録証1

ラベリング、製品画像6ロシア語のカタログ（製品の仕様を含むもの）2

外国での許認可証7ロシア語の取扱説明書3

ISO13485の認証書8適合宣言書4

適合申告に
必要な書類等

*費用
 Class I      約US$ 700 (RUB 45,000 )
 Class II a 約US$1,000 (RUB 65,000)
 Class II b 約US$1,330 (RUB 85,000)
 Class III 約US$1,800 (RUB 115,000)

 登録費 約US$110 (RUB 7,000)

（出所）クアルテック・ジャパン・コンサルティング株式会社

※ ロシア国内での検査実施は強制
ではない。ISO17025の認定を
持つ試験所を推奨している。
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ロシア(Russia) ／医療関連／制度

医療機器規制（2/2）

医療機器に関する規制は、「医療機器の運用について」という法案が作成されているが、現
状では多数の文書に分かれており、煩雑で、中央政府および各地方政府の担当者によっ
て対応が異なる。
医療機器の規制に関する一般的な要求事項は Resolution of the Government of
the Russian Federation of December 27, 2012 N 1416 ”On Approval of
the Rules for State Registration of Medical Devices” を参照。
(参照リンク http://base.garant.ru/70291692/)

2013年から「医療機器の国家登録規則について」が施行されたため、国家登録手続きの
一部が変更になった。したがって、2012年よりも前に発行された国家登録証は切り替える
必要があるが、運用レベルに落とし込まれていないため、現場での対応が一貫していない。

品質管理システムに関する公式の法令はないとされている。ただし、医療機器登録のプロセ
スにおいて、品質管理証明書を求められることもあり、ISO認証や各国の認証を自主的に
提出すると手続きが迅速になる。
適合宣言（以前のGOST R） に求められる規格はISO規格と類似しており、ロシアでは
ISO規格がそのまま採用される事が多い。
■適合宣言書 (参照リンク http://docs.cntd.ru/document/1200139386)

■医療機器のラベル、ラベリング、供給される情報に用いる図記号
(参照リンク http://docs.cntd.ru/document/1200110953)

政府は、医療機器の輸入代替を推進しており、医療機器の認可においてもロシアの国内
企業が優遇される傾向にある。

 医療機器規制に関する実態や今後の政策動向等を以下に示す。

（出所）クアルテック・ジャパン・コンサルティング株式会社



35

ロシア(Russia) ／医療関連／制度

輸入の医療機器に対する規制

 優遇措置を受けるためには、政府等に対して事前の手続きが必要であり、この手続きは輸入を正式に認められた輸入者（医療機器
ごとに異なる）が行う必要がある。

医療機器の輸入

 付加価値税20% 免税or減税*

優遇措置

コマーシャルインボイス1

パッキングリスト2

日ロ間における売買契約書3

国家登録証明書4

適合申告認証証明書5

医療機器の輸入に必要な書類等

手続きは輸入を正式に認められた輸入者が行う

• 付加価値税が免税対象となる医療機器
例:低周波治療器、X線/超音波治療器、各種キット製品等
参照リンク http://pravo.gov.ru/proxy/ips/?docbody=&nd=102379576

• 付加価値税が減税(10%)対象となる医療機器
例:医療用ガーゼ、手術用ゴム手袋、シリンジ等
参照リンク http://pravo.gov.ru/proxy/ips/?docbody=&nd=102124252

（出所）クアルテック・ジャパン・コンサルティング株式会社、JETRO

*① 必要不可欠な医療機器:免税
② 一部医療機器: 10%の低減税率
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適合申告

ロシア／医療関連／制度

医薬品規制

 医薬品認可においては、医療機器認可同様、国家登録と適合申告を行う必要がある。

 医薬品に関する規制は「医薬品運用法」で定められており、最新情報は保健省のホームページで確認できる。

医薬品認可に必要な手続き

国家登録

1

保健省に

国家登録を申請

認 可

3～18ヶ月

1 2 製品の品質、有効性、

安全性を証明する

一連の検査と評価
（提出書類は、生産国や第三

国が発行する証明書で可）

3

国家登録証明書
期限は無期限

連邦技術規則・

計量庁が指定した

認証機関※に

適合申告を申請

2 製造ラインへの立ち入

り検査、ロシアの規制・

規則が定める安全性

の確認

3

3～18ヶ月

認 証

GOSTR適合
申告書

期限は3年間

新薬のほとんどを輸入に
頼っているため、保健省は
特にジェネリック医薬品
に関し、輸入代替を
推進している。

したがって、ロシア企業が
価格・手続きで優先される
傾向にある。

（出所） JETRO「ロシアの医療機器市場と規制」（2012）、IMS 「IMS Pharmaceutical Pricing & Reimbursement Concise Guide RUSSIA」（2012）、Espicom 「Medical Device Intelligence Report Q2」（2013）、各社HP、
GaBI 「New pricing system for drugs in Russia」

※日本における認証機関は、通常、SERCONS Japan、ユーレックス、リベルワークスなどがあり、手続きの代行は、日本品質保証機構等が行っているが、

現在（2024年2月時点）の国際情勢を踏まえ、SERCONSや日本品質保証機構等において受付を停止している。

 医薬品運用法の改定は2019年6月に施行された。

 また、政府は2019年12月に「Vital and Essential Drug List」に含まれる700以上の医薬品について、上限価格の国家規制に

関する規制を改正する政令を可決した。

 希少疾病用医薬品を除く新薬及びジェネリック医薬品は、上記政令に従い、価格を設定する必要がある。
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ロシア／医療関連／制度

臨床試験に関する規制

 保健省の管轄の下、国際基準である「医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令（GCP）」に基づいて行う必要がある。

2012年、保健省は
110の製造ラインに対して

立ち入り検査

16機関の

違反を検挙

（出所） Synergy Research Group ホームページ

2012年の保健省による立ち入り検査の数と違反検挙の数
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一般医や内科医、
小児科医、外科医、

MRIやCTを
使用できる医師

泌尿器科医や

皮膚・性病科医

ロシア／医療関連／制度

ライセンス・教育水準

 医師資格は、最低6年間の専門教育と1～3年間の臨床研修で取得できる。

 医師の専門に関しても医療制度改革が進められている。

医師資格 大学教育（大学の医学部または医科大学）

専門教育
（最低6年間）

臨床研修
（1～3年間）

看護師、助産師
および臨床検査技師

専門教育
（3～4年）

ライセンス取得までのプロセス

公立の医療専門学校
または大学での教育

留学先  近隣の中東欧諸国
► 費用を抑えられる

一流の医学部であっても欧米諸国などへの留学制度は十分とはいえず、医学部
生の留学は主流ではない。

かつては、言語的な障壁のない国からロシアへ留学するケースもあったようだが、
現在はロシアへの留学生はほとんどいない。

医療制度改革(2014)

医療制度改革の一環として、モスクワでは医師のリストラ

が進められた。

過 剰 不 足

モスクワ市はリストラされる医師に対し
専門替えの研修費用を負担

リストラ

（出所） 明治大学国際総合研究所「新興国マクロヘルスデータ、規制・制度に関する調査」（2014）、 JSN「ロシア通信 176号」（2014）、有識者ヒアリング
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ロシア／医療関連／制度

医師の社会的地位

 ロシアにおいて、医師の社会的ステータスは低く、賃金も他の職業と比べて必ずしも高くなく、患者への違法な謝礼などの要求

が横行していた。

 医師になるためには、諸外国同様、大学の医学部や医科大学での最低6年間の高等教育を終えた後、1~3年間の臨床研究を

行う必要がある。

 ソ連時代から医師の数は多く、1970年から1990年代にかけて増加傾向にあったが、古い知識や技術しか持たない医師や医

学部教師も多いとされていた。

 医師の給与が極めて低く、また残業や無休憩などの過酷な業務ため、より充実した給与や福利厚生を求め、医療機器メー

カー等に転職するケースもある。

（出所） 外務省ホームページ、IMS 「IMS Pharmaceutical Pricing & Reimbursement Concise Guide RUSSIA」（2012）、DW「Why Russian doctors are fed up」、海外社会保障研究Summer 2015 No. 191
、有識者ヒアリング
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外国人医師が
ロシアで医療行為を行う場合

外国人医師が直接、患者に治療を行わず、
ロシア人医師への技術移転を目的とする場合

ロシア／医療関連／制度

外国人医師のライセンス

 外国人医師が、直接患者に治療を行う場合と行わない場合によって、用意するべき書類やプロセスは異なる。

「人文知識・国際業務」

ビザ
を取得する

1年以内の

医療行為は可能

医学に関する

教育の「証明書」
を取得※し、

保健省が指定する試験を受験し

医師としての許可を受ける

教育科学監督省
より

「証明書」の申請に必要な書類

身分証明書のコピー1

外国の医師免許証の原本2

医師免許を取得した国において、法律上の規定がある場合は、
教育課程や科目、規律（モジュール）等を説明した書類

3

教育に関する書類やその付属書（ロシア語訳も添付）4

教育に関するその他の書類や職歴に関する書類、現場経験に
関する書類など（ロシア語訳も添付） （任意）

5

（出所） 北斗ヘルスケアコンソーシアム「ウラジオストク画像診断センター（仮称）プロジェクト」（2012）、国際口腔医療財団「ロシア（モスクワ市等）における日本式医療サービスの普及・啓発プロジェクト」（2012）

※ 「証明書」の取得にあたっては、申請時に提出した書類の鑑定が行われる場合がある。
鑑定の経費は、申請者の負担となる
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ロシア／医療関連／制度

医療情報・個人情報保護、データサーバーの置き場に関する法規制、ガイドライン

医療情報・個人情報保護について

 包括的な個人情報保護法として、2006年7月27日付連邦法第 152-FZ 号「個人データについて」（Federal Law “On Personal
Data” （July 27, 2006 No.152-FZ）、以下「個人情報法」）が制定。個人情報法は、主として、EU一般データ保護規則

（General Data Protection Regulation： GDPR）と類似の概念を採用する。

データサーバーの置き場について

 ロシア連邦国籍を有する個人の情報を収集する場合（居住性について明記されていないため、ロシア国外居住者にも適用さ

れる）、ロシア国内に所在するデータベースを用いて当該情報の処理を行う必要がある

概要

• 適用範囲はかなり広く、監督当局の通信監督局のスタンスでは姓、名、生年月日、住居地、パスポート情報、教育歴、勤務先、収入状況、
納税者番号、年金保険証書データ、医療保険証書データ、財産状況、家族構成等が含まれている。

• 上記のうち、更なる保護を受ける個人情報として、特別な個人情報の種類と定義された人種、民族、政治的・宗教的・哲学的その他の信
念、健康状況、性生活に関する情報の概念もある（個人情報法第 10 条第1 項）。この特別な個人情報は、個人情報対象者本人の書面
による同意がある場合を除き処理（同法第 3 条 3 項に規定。後述）が原則として禁止されている。

個人情報の定義

• 個人情報の処理に関わるありとあらゆる活動（収集、記録、体系化、集積、保管、確認、回収、利用、移転、匿名化、遮断、削除、破棄等）
に適用される。

• 2022 年 7 月に成立した改正個人情報法によって、ロシア国外で活動する外国法人にも個人情報法の適用範囲が広げられた。

適用範囲

• 1981 年に署名された「個人データの自動処理に係る個人の保護に関する欧州評議会条約」の加盟国と、その他通信監督局が認可して
いる国への個人情報の移転は認められている。

• 上記以外の国に移転する場合は、データ主体の書面による同意等の特別要件が求められる（個人情報法第 12 条）。

個人情報の移転

• 事前に定められ、個人情報対象者に提示した具体的かつ公正な目的での個人情報の処理のみ認められており、目的外の処理、また、そ
れぞれの処理目的が相容れない個人情報を含むデータベースの統合（例えば、従業員と顧客のそれぞれのデー タベースの統合が問題
視される）は禁止されている。

• 処理される個人情報の内容と数量は、 示された処理の目的に相当しなければならず、処理される個人情報は示された処理の目的に照ら
し て過剰であってはならない。

個人情報の処理に係る同意

※ JETROレポートに詳細が記述されている。
（出所）JETRO「ロシアにおける個人情報保護規制とその対策」(2020年3月)、デジタル発展・通信・マスコミ省ウェブサイト関連ページ(https://digital.gov.ru/en/personaldata/)
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ロシア／医療関連／制度

医療情報・個人情報保護に関する法規制

 個人データ法は、個人データの収集、処理および国境を越えた移転に関する規則を規定し、データ主体の権利の保護を確保

し、プライバシーの保護および合法的な使用のために事業者の義務、セキュリティ対策、同意、通知および監督を要求する。

説明提供

o この法律は、自動化されたシステム (ネットワークを含む) を使用して個人データを処理する政府機関、企業、および個人に適用されます。また、デー
タが体系的に検索またはアクセスできる場合は、自動化されていないシステムにも適用される。

o また、契約に基づいて、または同意に基づいてロシア市民の個人データを処理する外国の組織または個人にも適用される。
適用範囲

o 同意は、具体的、客観的、情報に基づく、意識的、明確、自発的でなければならず、データ主体自身の自由意志によるものでなければならない。同意

o 個人データの処理を開始する前に、事業者は、個人データの権利を保護する責任を負う権限のある機関に通知する必要がある。ただし、法律で通知
なしに処理することが認められている場合は除く。

通知

o 個人データの処理は、対象者の同意がある場合、または法律、国際条約、契約、公的機能、重要な利益の保護、法的手続き、他者の権利、報道/科
学活動、または匿名化された研究/統計によって要求される場合にのみ許可される。

個人データの処理

o 個人データは、適法かつ公正に、特定の目的のためにのみ処理されなければならず、必要かつ関連性のあるデータのみが収集されなければならな
い。データは正確でなければならず、必要以上に長く保持されてはならず、完了した場合は破棄または匿名化されなければならない。

データ処理の原則

o データ主体は、不正確、古い、または不必要な場合に、個人データにアクセス、修正、ブロック、または削除することができる。
o データ主体は、自分のデータがどのように使用されるか、誰がデータを処理するか、およびデータが海外に転送されるかどうかを知る権利を持ってい

る。
o 自動化された決定に異議を唱え、マーケティングの使用を停止し、違反を上訴し、補償を請求することができる。

データ主体の権利

o 運営者は、個人データの目的、法的根拠、範囲、ユーザーおよびソースに関する情報をデータ主体に提供し、データの提供または同意を拒否した場
合の結果を説明し、法の下での主体の権利を尊重しなければならない。

データオペレーター
の職務

o 運営者は、個人データを不正アクセス、紛失、破壊または誤用から保護し、安全な保管および処理を確保し、違反を検出して対応し、データ保護のた
めに承認されたツールおよび方法を使用するために、法的、組織的および技術的な対策を講じなければならない。

個人データ処理のセ
キュリティ

o 運営者は、個人データの違法または不正確な処理を迅速に停止し、影響を受けるデータを修正または破棄し、厳格なタイムライン (違反の場合は24
から72時間、修正の場合は7日間、処理の終了または同意の撤回の場合は最長30日間) 内に個人データ主体および承認された機関に通知しなけれ
ばならない。

データ侵害の通知

o 国境を越える個人データの転送は、ロシアの法律および国際条約に従って、適切なデータ保護が確保されている国に対して、承認された機関への事
前通知がある場合にのみ許可され、国家安全保障、市民の権利、または重要な利益を保護するために制限される場合がある。

国境を越えるデータ
転送

o 連邦執行機関は、個人データの分野におけるロシア連邦の法律の要件に従って、個人データの処理が遵守されるように管理 (監督)する責任を負う。責任機関

（出所）Garant Company
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医療情報・個人情報保護に関する法規制

 法令は、健康データを特別なカテゴリーに分類し、その取扱いを禁止している。 しかし、データ主体が同意を与えた場合、生命

を保護するために必要な場合、法律によって要求された場合、または医療のために必要な場合などの場合には、取扱いを認

めている。

（出所）Garant Company

特別なカテゴリーの個人データ
o 以下に関連する個人データ

• 人種
• 国籍
• 政治的見解、宗教的または哲学的信念
• 健康状態または親密な生活

パーソナルデータ
o 直接的または間接的に特定された個人または特定可能な個人に関する情
報

次の場合を除き、特別な種類の個人データの処理は禁止されています。

データ主体の書面による同意があれば処理が許可される➀

データ主体によって許可されたデータ、または法律、国際条約、国勢調査、または社会・労働・年金規則によって要求されたデータに対する処理である➁

個人データの処理が、個人データ主体の生命、健康その他の重大な利益、または他の人の生命、健康その他の重大な利益を保護するために必要であり、かつ、
個人データ主体の同意を得ることが不可能である場合

③

個人データは、診断、医療および社会サービスの提供などの医療目的のために処理できますが、データの機密性を保持する必要がある資格のある医療専門家に
よってのみ処理される

④

メンバーの個人データは、組織の正当な目標を達成するために公的または宗教団体によって処理されますが、メンバーの書面による同意なしに共有することはで
きない

⑤

個人データの処理は、個人データの主体または第三者の権利を確立または行使するため、および司法の運営に関連して必要⑥

処理は、防衛、セキュリティ、テロ対策、保険、社会サービス、児童保護、市民権、または刑事記録に関する法律のために必要⑦
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医療現場で使用される言語に関する情報

 医療現場では、書面および口頭のコミュニケーションにおいて一般的にロシア語が使用される。

（出所）外務省「世界の医療事情」
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ロシア／医療関連／医療サービス

市場規模

医療サービスの市場規模※

（億US$）

（出所） 世界保健機関（WHO）「Global Health Expenditure Database」 （2026年3月時点）

※ここでは、Current Health Expenditureを医療サービスの市場規模と定義した。

 医療サービス市場規模は多少の波はあるものの増大傾向にあり、2023年には1460 億US$になった。
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輸出入額

21%

16%

14%11%

6%

32%

ドイツ

アメリカ日本

韓国

その他

中国

（百万US$）

輸入相手国（2021年）

医療機器の輸出入額

輸出 輸入

 医療機器では、輸入が輸出を大きく上回っている。

 2021年時点では、主な医療機器の輸入相手国は、ドイツ、中国、アメリカであり、それに日本が次いでいる。

（出所）UN Comtrade Database （2026年3月時点）
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Amico(X線関連装置）

Angio Skan（循環系疾患の早期診断

装置）

Cardex（患者モニター関連）

Conmet Holding（障がい者用医療

用品）

Elamed（理学療法関連）

Electron（画像診断機器）

ELEPS（内視鏡関連）

Krylo（婦人科系他手術関連製品）

Lenigrad Optical&Mechanical
Enteprise（LOMO）（光学関連製品）

Medicom-MTD（医療ICT）

Meditek（心臓疾患関連）

Mitsar（機能診断）

Monitor（画像診断）

Polyus Research & Development 
Institute（量子エレクトロニクス）

SpectrAP※（X線関連装置）

Spectromed（超音波装置）

SPF BIOSS（診断機器）

Triton Electronic Systems（画像

診断）

XEMA（検査試薬）

Zelenograd Innovation Technology 
Centre of Medical Equipment 
（ZITC-MT）（除細動および透析）

非高度医療機器

ロシア／医療関連／医療機器

業界構造 - 主要メーカー

 現在では、医療機器メーカー約1,200社によって製造された、約20,000点の政府認証済み医療関連製品が流通している。

 医療機器メーカー約1,200社のうち、約9割が民間企業である。また、政府認証済み医療関連製品約20,000点のうち、

約12,000点がロシア国内で製造されている。

ソビエト崩壊後のロシア製機器と海外製機器の位置づけ

高度医療機器

西欧企業が
高いシェアを占める

ロシアの地場企業が
主に製造している

病院用照明、手術台、
殺菌器、医療用ベッド 等

近年、パキスタン
および中国製の

製品が増えている

ロシアを代表する医療機器として、Kb-Vzlet社が製造する心臓外科用
器具の「Cosmeya」などが挙げられる。

主要メーカーと製品

※ ロシアとフランスの合弁企業

GEメディカルシステム（MRI、X線CT、

放射線治療機器）

ベクトン・ディッキンソン（注射器）

Siemens（検体検査装置、検査分析

系）

東芝（MRI、走査系超音波診断装置）

Roche（検査分析系）

オリンパス（内視鏡）

Siemens（殺菌・減菌機器）

外資系企業

ロシア地場企業

（出所） JETRO「ロシアの医療機器市場と規制」（2012）、Espicom 「Medical Device Intelligence Report Q2」（2013）
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ロシア／医療関連／医療機器

業界構造 - 日本企業の進出状況（現地法人）

事業概要日本側の主な出資企業現地法人名ＮＯ.

医療機器・健康機器、計測・計量機器の販売エー・アンド・デイA & D Rus Co., Ltd.1

機器、試薬の開発・製造アークレイArkray Ltd.2

医療用機器、材料等の販売コニカミノルタKonica Minolta Medical Systems Russia LLC3

制御機器の販売オムロンLLC OMRON Electronics4

全分野製品の販売、医療用内視鏡の修理サービスオリンパスOlympus Moscow LLC5

医療用器具の販売ニプロO.O.O. Nipro Medical6

医薬用硝子製品の製造・販売ニプロNipro Pharma Packaging Ural LLC7

検体検査機器、試薬、検査情報システムの販売・サービス・サポートシスメックスSysmex RUS LLC8

医療機器の販売テルモTerumo Russia LLC9

当社イメージング、メディカル製品の販売富士フイルムFUJIFILM Rus LLC10

 2018年時点で、日本企業が設立している現地法人は10社存在する。

（出所） 各社HP
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ロシア／医療関連／医療機器

業界構造 - 流通

 公的医療機関における調達は、2008年以降、地方への権限委譲が進んでいるものの、依然として連邦政府が大きな権限を

持つ。

公的医療機関における医療機器の調達権限

公的診療所、病院および
現場の医師

地方政府の保健省および
一部の有力な医師

連邦政府

調達の決定権がない入札の決定権・影響力を持つ政府調達が9割

モスクワや
サンクトペテルブルグ
にある代理店

連邦政府との関係を構築

中央アジア・コーカサスの旧ソ連諸国に

ネットワークを持っている場合も多い

連携することで

 ロシア国内での法的・経済

的リスクを軽減

 旧ソ連諸国での拡販を期待

（出所） Espicom 「Medical Device Intelligence Report Q2」（2013）
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ロシア／医療関連／医療機器

業界構造 - 中古医療機器

 輸入中古医療機器の市場規模はまだ小さいが、今後は成長の見込みがある。

特に

 CTやレントゲンなどのX線装置

 MRI

 超音波装置

の需要が高まるとみられる。

（出所） JETRO「ロシアの医療機器市場と規制」（2012）
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ロシア／医療関連／医薬品

輸出入額

（億US$）

輸入相手国（2021年）

医薬品の輸出入額

輸出 輸入

 医薬品では、輸入が輸出を大きく上回っている。

 2021年時点では、主な医薬品の輸入相手国は、ドイツ、アメリカ、その他欧州諸国である。

フランス

ドイツ

アメリカ

イタリア
アイルランド

スイス
インド

その他

（出所）UN Comtrade Database（2026年3月時点※更新データ無し）
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ロシア／医療関連／医薬品

業界構造 - 日本企業の進出状況（現地法人）

事業概要日本側の主な出資企業現地法人名ＮＯ.

医薬品の販売エーザイLLC Eisai1

医薬品の販売武田薬品工業Takeda Pharmaceuticals LLC2

医薬品等の販売アステラス製薬ZAO Astellas Pharma3

 2018年時点で、日本企業が設立している現地法人は3社存在する。

（出所）各社HP
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大手企業による
買収で統合傾向

ロシア／医療関連／医薬品

業界構造 - 流通（1/2）

 医薬品の卸売業界は、ProtekとSIA、Katrenの3社で国内市場の半分のシェアを占める。

 小売業界のメインプレーヤーとしては、AptekiやPharmorが挙げられる。

 Protek
 SIA
 Katren
3社で、国内市場の

半分のシェアを占める

 Rosta
 Aliance Healthcare

等

卸売の国内市場占有率

2000年

1,500社

2012年

1,000社

Pharmor

全国展開する小売りチェーン

モスクワ
を中心に展開

サンクトペテルブルグ
を中心に展開

Apteki

薬局やキオスクの形態で約5万の医薬品特約店（ア

ウトレット、うち3分の2は民間）があると言われている

 医薬品特約店に対する規制はなく、食料品店やスーパーマーケット

でも医薬品の販売が行われているケースが増加している。

 医薬品のインターネット販売にも規制はなく、小売店や特約店が医

薬品のインターネット販売を行っている。

（出所） IMS 「IMS Pharmaceutical Pricing & Reimbursement Concise Guide RUSSIA」（2012）

小売業界卸売業界
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ロシア／医療関連／医薬品

業界構造 - 流通（2/2）

 卸売業者、小売業者は、価格帯によりマージンの上限が定められている。

 卸売り大手のSIAが、利益確保のために小売りチェーン大手のAptekiの株を取得するなど、垂直統合の流れもある。

 販売量や流通・マーケティングコストに応じて定められる。

 マージン上限率は都市によって異なる（例えば、500ルーブル以

上の医薬品の卸売業者のマージンは、モスクワの場合、上限

10%だが、サンクトペテルブルクの場合、上限14%である）。

 マージン上限率は毎年連邦政府によって見直される。

異なるマージンが設定される価格帯の区分

小売業者卸売業者クラス

32%20%50ルーブル以下

28%15%51～499ルーブル

15%10%500ルーブル以上

-5～7%※2高額医薬品※1

50ルーブル未満

50ルーブル以上

500ルーブル未満

500ルーブル

以上

※1 価格によるクラス分けとは異なり、高額医薬品には別途指定される必要がある
※2 ただし、現場では徹底されていないと言われる

（出所） IMS 「IMS Pharmaceutical Pricing & Reimbursement Concise Guide RUSSIA」（2012）

卸売業者・小売業者のマージン上限率（モスクワの場合）
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ロシア／医療関連／介護

市場規模

 ロシアの介護分野に対する支出は、2019年時点で約5.5億US$となっている。

介護市場規模

（億US$）

（出所）WHOホームページ（2026年3月時点※更新データ無し）
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ロシア／医療関連／介護

業界構造 - 日本企業の進出状況

 ロシアに進出している介護事業者、福祉用具事業者は、確認できなかった。

現地で事業を実施している日本企業ＮＯ.事業

‐-介護

‐-福祉用具
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ロシア／医療関連／歯科

市場規模

（出所）WHOホームページ

 歯科医療分野に対する総支出は約8.92億US$。

有病率（2019年）

46.9%1〜9歳児における乳歯の未処置虫歯率

32.9%5歳以上における永久歯の未処置虫歯率

19.4%15歳以上の重度歯周病有病率

対応状況

×砂糖入り飲料への課税の実施

×国家的な口腔保健政策・戦略・行動計画等の存在 (草案段階を含む。)

〇保健省における口腔保健の専門スタッフの存在

公衆衛生部門のプライマリーケア施設における口腔疾患の発見、管理、治療のための処置の利用可能性（※）

―口腔疾患の早期発見のための口腔健診

―救急的な口腔ケア及び痛み緩和のための緊急的な治療

―既存の虫歯を治療するための基本的な歯科処置

（※）必要としている患者の50％以上に到達しているか否か
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日本の0.33倍

日本の0.66倍

日本の1.01倍

ロシア／医療関連／その他

デジタルヘルス関連

 2017年4月、ロシア連邦保健省による医療ICT活用に関する法案が、法制化委員会から承認を得た。これにより、医師同士や医師と患者等との遠隔での

診療・診察、患者の健康状態の遠隔モニタリングなど、遠隔医療技術を用いた医療提供が進んでいく可能性がある。

 また、放射線医学にAI技術を導入するプロジェクトの一環として、CTスキャンで肺がんの症状を検知する人工知能（AI）プラットフォームの利用を開始した。

これにより、46の医療機関のCT検査がサービスに接続され、自動的にダウンロードされて分析されるようになり、早期の肺がん発見率を高めることが企図

されている。
デジタルヘルス市場に関連する指標 -0.75倍 0.95-1.05倍0.75-0.95倍 1.05-1.25 1.25倍- 対日本比で：

（出所）世界銀行、デスクトップリサーチ

ロシア指標要素

169携帯電話の契約数 (100人あたり)
デジタルインフラ

23.73固定ブロードバンドの契約数(100人あたり)

1.09GDP比での研究・開発支出(％)デジタルケイパ
ビリティ

2021年12月、Mikhail Mishustin首相は、医療システムのデジタル変革の戦略的方向性に関する

ロシア連邦政府の命令に署名した。この構想では、ビッグデータを含む新しい技術を医療に積極

的に導入することが含まれており、市民への情報提供の他、医療保険制度における医療サービ

スの量、タイミング、質、条件などの管理に活用される予定である。

デジタルヘルスに関する政策の有無と予算の投下状況
デジタルヘルス
ポリシー

上述の遠隔医療に関する法案は、.医療における統一情報システム（標準的な電子カルテ、既存

の患者登録の管理強化、医療サービスの需要計画の改善など）、医療関係者の情報交換、遠隔

診療、患者の健康状態の遠隔モニタリング、電子処方箋の発行などが内容とされている。

デジタルヘルスデータの所有権、アクセス、共有を管理し、個人のプライバ

シーを保護する法律の有無
デジタルヘルス
のガバナンス

存在を確認できていない。研修中医療従事者向けのデジタルヘルス関連のカリキュラム有無
デジタルヘルス
ケイパビリティ 存在を確認できていない。デジタルヘルス/健康情報学/健康情報システム/生物医学情報学を扱う学

位プログラムの有無

存在を確認できていないが、ある論文情報によれば、ロシアの電子化連れ市場は、2009年以降、

年平均10～14％の成長率で成長しているとのこである。

電子カルテ普及率

デジタルヘルス
インフラ

上記の遠隔医療に関する法案の中で、標準的な電子カルテを含む統一的な情報システムの構築

が規定されている。

医療関連目的に使用するためのマスター患者インデックスが存在するか
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ロシア／医療関連／その他

オンライン診療の主要プラットフォーマー

（出所）各社ホームページ

事業概要
提携

医者数
提携

病院数
累計

患者数
売上

(M US$)従業員数株式公開
内資/
外資

設立年企業名No.

 病院の診療予約、遠隔診療に加えて、自身を医療関

連情報を管理することのできる機能を備えたデジタル

ヘルスプラットフォーム。

--50万人-11-50非公開内資2013ONDOC1

 SberBankが2020年から戦略事業として展開する、オ

ンラインヘルスケアプラットフォーム。診療予約、オン

ラン診療、オンライン薬局等を利用できる。

495,000~4,000~
1400
万人~

-600非公開内資2012SberHealth2
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ロシア／医療関連／その他

医師会および業界団体

 主要な医師会としてロシア医師会、主要な業界団体としてロシア国際医療機器製造業協会が挙げられる。

名 称ＮＯ.カテゴリー

ロシア医師会（Russian Medical Society）1

医師会

Russian American Medical Association2

Quantum Medicine Association3

Association of Medical Societies for Quality4

ロシア国際医療機器製造業協会（IMEDA）5

業界団体

医療機器産業協会連合（Medical industry association union）6

ロシア医療診断研究所協会（RAMLD）7

ロシア医療機器販売・サービス企業協会（RAPMED）8

ロシア口腔学協会（STAR）9

（出所） 明治大学国際総合研究所「新興国マクロヘルスデータ、規制・制度に関する調査」（2014）
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ロシア／医療関連／その他

医薬品・医療機器関連イベント

 保健省、および産業貿易省後援の「International Exhibition for Healthcare, Medical Engineering and Pharmaceuticals」

では、医療機器や消耗品、医療ITなど幅広い医療関連製品が展示される。政府関係者や病院、代理店も来場しているため、

コンタクトすることが可能である。

医薬品・医療機器関連イベント一覧

備 考
開催時期の
目安

場 所名 称ＮＯ.

2月モスクワDrug Manufacturing in Russia and CIS1

2月モスクワCIS Pharmaceutical Forum2

2月モスクワ
Pharmaceutical Regulatory and Legal Affairs in 
Russia

3

4月モスクワHealth Industry4

5～6月モスクワ
Anti-Aging Medicine World Congress Eastern 
Europe

5

ロシア国内で最も知られた製薬業界向けイベントの一つ。6月サンクトペテルブルグRussian Pharmaceutical Forum6

10月モスクワHospital Build & Infrastructure Russia7

SiemensやRoche、Siemens、J&Jなど外資系企業も参加する
グローバルなイベント。

10月サンクトペテルブルグHEALTHCARE & MEDICAL DEVICES IN RUSSIA8

11月モスクワClinical Trials Russia9

保健省、および貿易産業省が後援。
毎年12月にロシアで開かれる健康維持ウィークの主要イベント。

12月モスクワ
International Exhibition for Health Care, 
Medical Engineering and Pharmaceuticals

10

（出所） 明治大学国際総合研究所「新興国マクロヘルスデータ、規制・制度に関する調査」（2014）
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高品質の割に低価格で人気

ロシア／医療関連／その他

外国人患者受入／医療渡航

 近年、アジア方面への医療渡航が急増している。

 極東ロシアの年収800~1,500万円ほどのアッパーミドル層が主に高度治療目的で日本への渡航ニーズがある

 2010年、韓国はロシアとの国交樹立20周年に合わせ、医療渡航の大規模な宣伝を行った。

アジアへの医療渡航やウェルネスツーリズム

インド インドネシア

シンガポール マレーシア

スパが有名な国では、医療サービスと
スパを組み合わせたパッケージもある

「釜山医療ツーリズム国際会議」を開催

ウラジオストク

韓国の医師による無料医療相談

 サハリンやハバロフスクでも同様のイベント

 特に極東地方で盛んにPR

韓国の取り組み

（出所） JSN「月間ロシア通信 第128号」（2010）
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政策動向
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ロシア／政策動向

医療関連政策の将来動向（1/5）

 2025年までの「ヘルスケア発展戦略」が大統領によって2019年に承認された。これは「ロシアの国民保険基盤」(2011)、「2024
年までのロシア連邦発展戦略の課題と国家目標」(2018)などにひもづけで作成され、ロシアの医療・保険状況と課題、今後の

数値目標などを規定している。

（出所） JETRO「プーチン大統領、2025年までのヘルスケア発展戦略を承認(ロシア) | ビジネス短信」(2019)

2012~2017年のロシアでの医療・保険分野の主な成果

 平均寿命を2.5年延ばし72.7歳まで伸長。

 人口1,000人当たりの死亡数を13.3人→12.4人に。

 労働可能年齢での死亡率を15.8％削減。

 乳幼児死亡率を35％、妊婦死亡率を23.5％削減。

 職業による疾患率を1万人当たり1.31件と2.4％削減。

 ハイテク医療実施件数を2.3倍の104万7,900件に拡大。

 治療・療養利用者を1.3倍に拡大。

 リハビリ用病床数を1.7倍に拡大。

 病気によるリハビリ件数を2倍に拡大。

 医療活動への国家品質安全管理、医薬品・医療機器流通への国家管理の実施とまがい品・低品質流通

量を2分の1に削減。

 国民の医薬品・医療機器消費額の拡大(7,133億ルーブル→1兆2,541億ルーブル、うち医薬品は5,981億

ルーブル→1兆272ルーブル)。

 優勝医療サービスが1.9倍の6,266億ルーブルに

増加(全医療支出額に占める割合は16~20%)。

 国家無償支援プログラムに基づく支出額の拡大

(45.4%増)。
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ロシア／政策動向

医療関連政策の将来動向（2/5）

 2025年までの「国家ヘルスケア発展計画」が2019年に承認された。

 「国家ヘルスケア発展計画」では、人口・平均寿命・健康寿命の増進、死亡率と障害率の低下、保健サービスを受ける権利の

保護など、医療システム全体の発展を目指している。

（出所） President of Russia「Healthcare Development Strategy until 2025 approved」、Jetro「プーチン大統領、2025年までのヘルスケア発展戦略を承認」
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ロシア／政策動向

医療関連政策の将来動向（3/5）

保健医療分野にみられる主な重点分野

 保険医療分野における重点分野として、特に以下の三つが挙げられる。

医療施設の拡充 健康的なライフスタイルへの動機づけ 感染症予防

（出所） ロシア連邦「О Стратегии развития здравоохранения в Российской Федерации на период до 2025 года」（https://docs.cntd.ru/document/554815875#6580IP）

 医療機関のインフラストラクチャと技術基
盤の整備。

 最新の実験装置、臨床および診断用の高
品質でテスト機器を導入。

 プライマリヘルスケアのアクセスを確保。
移動式医療施設の使用、および医療機関
の交通アクセスの確保（公共交通機関の
開発、舗装道路の建設と再建等）も含む。

 ハイテク医療のさらなる発展。特にがん医
療、心血管系、神経系、内分泌系、その他
のシステムの非感染性疾患の患者への医
療提供。

 健康的なライフスタイルを維持し、国民の
健康指標を高めていくための動機づけシス
テムの形成。

 特に健康的な食事への切りかえを促すも
のや、食品の品質に関する啓蒙を含む

 政府機関から、病気の予防に効果的なア
クションを働き掛けることに加え、健康診断
の受診も促す。

 水痘など含む、国内で実施されている予防
ワクチンの種類の見直しと拡大。

 ワクチンで予防可能な感染症についての
ワクチン接種を、少なくとも人口の95%が
実施している状況を目指す。

 感染症が持ち込まれる、生まれる原因とな
る環境について、生物学的なモニタリング
を実施。
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ロシア／政策動向

医療関連政策の将来動向（4/5）

 政府は、ビジネス環境全般の改善に取り組んでおり、外資系企業が特に参考になるものを以下に示す。

（参考）ビジネス環境全般の改善

法令の整備 経済特区 日本企業支援

 法令の重複

 法令施行の現場への不徹底

 通関手続きの煩雑さ

 ビジネス環境が不透明

従 来

2000年以降

 国税基本法

 土地基本法

などの基本的な法令施行

法人登記の制度改革および外国人就業規則の
整備も推進、ロシア国内産業の育成を目的とし
た外国投資の呼び込みにも力を入れている。

2012年に施行された「通関行政事務の適正化」
を通じ輸出入手続きの簡素化、短期化を図ること
になったほか、不動産登記に関する国家サービ
スの質の向上、法人企業手続きの適正化、国有
企業の割合の引き下げと競争原理の導入なども
目指している。

通 常

企業利潤税（法人税）は20%（連邦2%、地方18%）

経済特区であるウリヤノフスク州

工業団地の整備および税制優遇措置が講じられ
ている。

 外国企業は、投資後8年間、地方分の企業利
潤税が実質的に免除される（翌年に免税分が
還付される）

2013年には、「貿易投資環境改善に係る作業部

会」が開催され、ロシア側の議長は経済産業省

次官が務めるなど、日露双方の官民が連携して

取り組んでいる。

（出所） IMS 「IMS Pharmaceutical Pricing & Reimbursement Concise Guide RUSSIA」（2012）

 労働基本法

 関税基本法
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ロシア／政策動向

医療関連政策の将来動向（5/5）

 ロシアの医療分野における予算計画の内訳を以下に示す。

（出所）: the Federal Treasury, the Federal State Statistics Service of the Russia Federation

医療分野における項目別予算(10億ルーブル）

 2019年からの6年間で約1兆ルーブ

ルの予算が計上。

 国全体の医療サービスの質とアクセ

スを向上させることを目的としている。

 主な支出は、がん関連の取組とデジ

タルインフラの整備に向けた活動。

 健康省は、がん疾患による死亡率を

2018年の国民10万人あたり200人か

ら2024年には185人に減少させるこ

とを目標としている。

 プロジェクト全体の支出の80%は、連

邦予算で賄われる。

47%

15%

13%

2019

13%

13%

11%

7%

16%

13%
12%

9%

53%

20

10%

11%

9%

10%

2322

61%

267

21

12%

218

9%

8%

59%

13%11%

298

11%

7%

14%

57%

11%

8%

58%

2024

313

360

270

デジタルインフラの整備

その他

医療従事者の拡充

小児医療の質向上

がん対策医療の質向上
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ロシア／政策動向

ロシアの医療課題に対処するための主要政策とプログラムのリスト (1/6)

 このプログラムは、統合された連邦プロジェクトと予防・診断・ヘルスケアサービスの拡大を通じて、平均余命の延長、死亡率

の低下、医療に対する満足度の向上により、公衆衛生を改善することを目的としている。

説明担当省庁年ポリシー

o 2017年、ロシア連邦政府は、2017年12月26日の決議第1640号により、国家医療開発プログラムを承認した。

o プログラムの目標:

• 健康寿命の加速化を含め、平均寿命を2030年までに78歳、2036年までに81歳に向上させる。

• 2030年までに全死因死亡率を1000人当たり11.5例に削減する。

• 医療に対する国民の満足度を2030年までに55%に向上させる。

o 国家プログラムは、以下の8つの分野 (サブプログラム) で実施されている。

• 疾病の予防、健康的な生活の促進を含む医療の提供の改善

• 革新的な診断、予防及び治療の方法並びに個別化医療の基礎の開発及び実施

• 小児を含む医療リハビリテーション及び温泉治療の開発

• 医療における人材の育成

• 医療分野における国際関係の発展

• 健康保護分野における専門知識及び管理・監督機能

• 特定のカテゴリーの国民に対する医療及び衛生の提供

o このプログラムには、国家的枠組みと並行して実施される29件の連邦プロジェクトが含まれる。11件は国家プロジェ
クト「長寿と健康」、5件は「新しい健康維持技術」、1件は国家プロジェクト「家族」の下で実施される。

o 2025年、政府は2025年12月29日の政府決議第2199号を受けて、州の医療開発プログラムを更新した。

o 更新されたプログラムでは、医療財政、人事政策、開発の優先事項に大きな変更が導入されている。

o このプログラムでは、以下の点が更新された。

• 一次医療の近代化や救急医療 (航空救急車を含む) など、優先分野に導入された資金調達メカニズムの改訂。

• 成果連動型補助金の配分が実施され、地域への連邦政府資金が医療の質とアクセスの向上に結び付けられる
ようになった。

• 医療機器の国内生産を促進するため、国の調達規則の適用を義務付けるなど、輸入の独立性に重点を置く。

• 地方や小さな町に移転する医師や看護師に対する明確に定義された金銭的インセンティブを含む、労働力支援
措置の強化。

• 地域間でより的を絞った効率的な医療資金の配分を確保するため、連邦補助金配分規則を更新。

保健省2025

医療開発のための
国家プログラム

(State Program for 
Healthcare 

Development)

（出所） ロシア政府、保健省



70

ロシア／政策動向

ロシアの医療課題に対処するための主要政策とプログラムのリスト (2/6)

 2025年には、国民の健康維持、健康・福祉の向上、重篤な疾病に対するケアと財政支援を目的とした2030年までの国家プロ

ジェクト「ヘルスケア」の後継として、国家プロジェクト「長寿とアクティブライフ」が開始された。

説明担当省庁年ポリシー

o これは、重篤な疾患を持つ人々への支援を改善するためのロシアの国家プロジェクトの一つであり、2024年から
2030年まで実施される。

o 目標:健康寿命の加速を含め、平均寿命を2030年までに78歳、2036年までに81歳に延ばす。

o このプログラムの下で、2030年までの国家プロジェクトの実施に2兆 250億ルーブルを割り当てることが計画されてい
る。

o このプログラムの下での連邦プロジェクト:

• ロシア連邦における一次医療の近代化

• 心血管疾患との戦い

• がんとの闘い

• 糖尿病との闘い

• C型肝炎との闘いと感染拡大リスクの最小化

• 救急医療の充実

• 健康回復のための最適な医療リハビリテーション

• ナショナル・デジタル・プラットフォーム「Health」

• 国立研究センターネットワークの整備を含む連邦医療機関の整備

• すべての人に健康を

• 医療関係者

o プログラムの主な活動:

• マクロ栄養素および微量栄養素の欠乏に対処するため、地域全体の住民の食事の詳細な評価と調整を実施する

• 地域の医療提供者に組織的および方法論的支援を提供するため、国立医学研究センターのネットワークを拡大す
る

• 遠隔地を含む予防医療ユニット内に成人保健センターを設立する

• 地域の医療機関へのローテーション (シフトベース) を含む医師の配置

• 義務的な雇用契約を伴う職業教育プログラムを通じた医療従事者の訓練

• 健康的なライフスタイルを促進し、危険因子を減少させるための情報およびコミュニケーションキャンペーンの実施

保健省2025

国家プロジェクト
～長寿とアクティブラ

イフ～
(National Project 

Long and Active Life)

（出所） ロシア政府、保健省
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ロシア／政策動向

ロシアの医療課題に対処するための主要政策とプログラムのリスト (3/6)

（出所） ロシア政府、保健省

 2025年には、2030年までに医療技術、医薬品、医療機器の生産を進歩させることを目的とした技術的リーダーシップの目標

を支援するために、国家プロジェクト「新しい健康を救う技術」が開始された。

説明担当省庁年ポリシー

o これは、最先端の医療技術、革新的な医薬品、バイオメディカル製品、健康維持ソリューションの開発と臨床実装を
加速する国家プロジェクトの一つである。

o 2024年から2030年まで実施される。

o 目標:医薬品、バイオメディカル細胞製品、組織工学製品、医療機器の生産 (製造) における技術主権を確保すると
ともに、予防医学や長寿技術など、医療研究開発の効率性と有効性を高め、その成果を実施するための環境を整
備することを目的とした措置を設定する。

o このプロジェクトでは、2030年までの国家プロジェクトの実施に2100億ルーブルを割り当てることが計画されている。

o このプログラムの下での連邦プロジェクト:

• メディカルサイエンスマネジメント

• 新世代の医療機器、医薬品、プラットフォームの開発のための技術

• 未来の生物医学および認知技術

• 活動的で健康な長寿を保証する再生生物医学、予防医学技術

• 最も人気のある医薬品および医療機器の生産の開発

o 国家プロジェクトの主な活動

• 連邦プロジェクトの枠組みの中で開発された医療製品が医療の提供のために実際に導入されている

• 新しい医療機器の開発と臨床試験が登録のために行われている

• 新しい医療技術の開発、医薬品の臨床試験、医療機器の臨床試験のために臨床施設が整備 (再整備) されてい
る

• 細胞製品、組織工学製品、再生医療の方法と技術が選択され、臨床現場に導入されている

• ロシアの医療機器と医薬品の生産には原材料と部品が提供されている

• 重要・必須医薬品のリストにある医療機器と医薬品の生産がロシア連邦で組織化されている

保健省、産業貿易省、
教育科学省

2025

国家プロジェクト「健
康を救う新技術」
(National Project 

"New Health-Saving 
Technologies)
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ロシア／政策動向

ロシアの医療課題に対処するための主要政策とプログラムのリスト (4/6)

（出所） President of Russian Federation

 保健医療改革の下で、政府は家族が国民健康の中心であると認識し、国民健康のための家族の健康を構築するために、リプ

ロダクティブ・ヘルスの強化と母子ケアの改善を目的とした母子保護プロジェクトを開始した。

説明担当省庁年ポリシー

o これは、家族を強化し、出産を支援し、子どものいる家族の全体的な幸福と回復力を向上させるための国家プロジェ
クトの1つである。

o 目標:大家族を含む子どものいる家族の数を増やし、家族の価値観を強化する。

o このプログラムの下での連邦プロジェクト:

• 家族支援

• 大家族

• 母性と小児期の保護

• 高齢世代

• 家族の価値観と文化的基盤

o 連邦政府の「母性と子供の保護」プロジェクトは、出産を計画している市民、妊婦、子供のための医療の質とアクセス
のしやすさを向上させ、市民のリプロダクティブ・ヘルスを強化することを目的としている。

o このプログラムの主な活動:

• 新しい機器や移動式医療ユニット(360以上の女性診療所が設立され、新しい機器が周産期センターに供給され
る）を含む、母親と子供のための病院や診療所の改善

• 家族への財政支援と保育施設の建設・改善

• 体外受精と地域出生率プログラムによる妊孕性とリプロダクティブ・ヘルスの支援

• 家族、特に大規模・低所得世帯への社会支援プログラムの拡大

労働社会保護省、文
化省、保健省

2025

国家プロジェクト
ファミリー

(National project 
Family)
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ロシア／政策動向

ロシアの医療課題に対処するための主要政策とプログラムのリスト (5/6)

（出所） President of Russian Federation

 戦略は、医療の質とアクセス性の向上、非感染症の予防、ハイテク医薬品の国内生産の達成、新地域の国家システムへの統

合、AIに基づく医療意思決定支援システムの推進に焦点を当てている。

説明担当省庁年ポリシー

o これは、ロシアの公衆衛生における国家安全保障を確保することを目的とした戦略計画文書であり、医療開発の現
状、主要な目標、優先順位、実施段階、期待される成果を概説している。

o 政府はまた、戦略の実施のための行動計画を承認する。

o 目標:医療の質とアクセス性を向上させ、市民の医療権が尊重されることを確保し、これらの権利に関連する国家保
証を維持する。

o 目的:

• 健康的なライフスタイルを促進し、リスクのある個人を監視し、肥満に早期に対処することで、NCDリスクを低減す
る。

• 予防、健康維持技術、アクティブエイジングを通じて公衆衛生を強化する。

• 医療の質、安全性、利用しやすさを向上させ、医療に対する国民の信頼を構築する。

• 出産率の向上を支援するため、リプロダクティブ・ヘルスとインフラを強化する。

• 障害者を含む医療リハビリテーションサービスを拡大する。

• スパとウェルネス治療システムへのアクセスと有効性を向上させる。

• 予防、モニタリング、高度な治療ツールを通じて、バイオセキュリティを強化し、感染症を制御する。

• 包括的な社会的および衛生的モニタリングシステムを開発する。

• 医療財政を改善し、医療機関の財政的持続可能性を確保する。

• 血液サービスを強化し、血液製剤の生産を増加させる。

• 先端医療遺伝子技術(例えば、薬理遺伝学、予測遺伝学)の導入。

• 先端医薬品、バイオ製品、医療機器の国内生産における技術的自立の達成。

• 個別化医療の開発と拡大。

• デジタルヘルスシステムの推進と臨床的意思決定支援のためのAIの統合。

• 新たに編入された地域を国の医療システムに完全に統合する。

保健省2025

2030年までのロシア
連邦における医療開

発戦略
(Strategy for the 
Development of 

Healthcare in the 
Russian Federation 

through 2030)
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ロシア／政策動向

ロシアの医療課題に対処するための主要政策とプログラムのリスト (6/6)

（出所） ロシア政府

 2026年、政府は、予防的ケアの強化、先進的な医療技術の導入、遺伝子検査と生殖サービスの強化、腫瘍学、C型肝炎の治

療へのアクセスの向上により、無料医療サービスを拡大する計画を承認した。

説明担当省庁年ポリシー

o これは、国家が保証する無料医療サービスの枠組みを確立する政府プログラムである。

o 憲法と法律の下で、国家がロシア国民に提供しなければならない無料医療サービスを定義している。

o 主なプログラムの強化と重点分野:

• 早期老化リスクを発見し、加齢関連疾患を予防するための保健センターを設立することで、予防医療インフラを拡
大する

• 主要な治療分野に新しいハイテクおよび専門的な医療手順を含めることで、高度な治療能力を導入する
• 臓器移植や細胞移植などの複雑な手順を追加することで、ハイテク医療の提供を強化する
• 体外受精の結果を改善し、遺伝性疾患を予防するために、着床前遺伝子検査を対象とすることで、生殖および遺

伝サービスを強化する
• 腫瘍学、C型肝炎、リハビリテーションサービスの無料診療を拡大することで、重要な治療へのアクセスを向上させ

る

o 現在承認されているプログラムには、2026年の無料医療保証と2027～2028年の期間における計画が含まれる。

保健省2026

無料医療のための
国家保証プログラム
(Program of state 

guarantees for free 
medical care)
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日本との関わり



76

ロシア／日本との関わり

外交関係

 2019年には、安倍元総理大臣が2回にわたりロシアを訪問し、プーチン大統領との間で日露首脳会談が行われた。

ロシアからの往訪者 日本からの往訪者

麻生外務大臣フラトコフ首相、ナルィシュキン副首相（2回）、ラヴロフ外相2007

福田総理大臣、高村外務大臣
メドヴェージェフ大統領、ラヴロフ外相、
ナルィシュキン大統領府長官、グルィズロフ国家院議長

2008

麻生総理大臣、岡田外務大臣、江田参議院議長
プーチン首相、ナルィシュキン大統領府長官（2回）、
ミロノフ連邦院議長

2009

-
メドヴェージェフ大統領、フリステンコ産業貿易相、
ラヴロフ外相、ナルィシュキン大統領府長官（2回）

2010

前原外務大臣フリステンコ産業貿易相、ナルィシュキン大統領府長官2011

野田総理大臣、玄葉外務大臣（2回）シュヴァロフ第一副首相、ラヴロフ外相、マトヴィエンコ連邦院（上院）議長、ナルィシュキン国家院（下院）議長2012

安倍総理大臣（2回）、麻生副総理兼財務大臣（3回）、
茂木経済産業大臣

ドヴォルコヴィッチ副首相、ラヴロフ外相2013

安倍総理大臣、下村文部科学大臣ナルィシュキン国家院議長2014

岸田外務大臣ナルィシュキン国家院議長、ドヴォルコヴィッチ副首相2015

安倍総理大臣（2回）、世耕経済産業大臣（2回）、岸田外務大臣
プーチン大統領、ラヴロフ外相、ナルィシュキン国家院議長、ドヴォルコヴィッチ副首相、マトヴィエンコ連邦院
（上院）議長、シュヴァロフ第一副首相、ナルィシュキン国家院議長

2016

安部総理大臣（2回）、河野外務大臣、世耕経済産業大臣ラヴロフ外相2017

安部総理大臣（2回）、河野外務大臣（2回）オレシュキン経済発展大臣2018

茂木外務大臣、安倍総理大臣（2回）、河野外務大臣（4回）プーチン大統領（2回）、ラヴロフ外相（2回）2019

--2020

--2021

--2022

-Foreign Minister Sergey Lavrov2023

--2024

--2025

（出所） 外務省ホームページ

主な往訪者（大臣等）
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ロシア／日本との関わり

経済産業省の主な医療国際化関連事業（1/5）

医療国際化事業

 「医療国際化事業」や「官民ミッション」を実施。

実施結果実施内容代表団体テーマ実施年ＮＯ.

 2012年6月に建屋改修工事を竣工し、11月に増築棟
工事を竣工した。

 メインの診断機械であるCT、エコーの現地への設置を
完了した。（MRIは4月上旬設置完了予定）

 北斗病院で現地スタッフに対するトレーニングを実施
した。

 受診者5名に対するトライアル診断（MRIを除く機器を
用いた診断）を通して、動線の改善や消耗品・備品の
追加等、オープンまでに対応すべき事項が把握で
きた。

 現地スタッフや関係者に対して、第二次予防医療に関
するセミナーを実施し、セミナー内容に対する意見を収
集し、内容をブラッシュアップすることで、オープン後の
営業時に活用可能な資料をつくることができた。

 画像診断センター建屋改修・増築工事完了

 診断機械の輸送および据え付け

 現地スタッフのトレーニング

 オープンに向けた環境整備（トライアル診断）

 現地医療関係者との交流・人材育成・第二次予防医療
の啓蒙活動、医学生向けセミナー開催

北斗
画像診断
センター

2011
20121

 健康診断の普及状況を含め、本事業を実施する上で
の基本情報となるロシアの医療事情を把握した。

 現地医療機関との提携

 日本人医師の派遣および現地でのコンサルティング
サービス提供

 日本人医師によるセミナーの実施

 現地医療機関や関連事業者へのヒアリング

国際口腔医療
財団

クリニック開設20112

（出所） 経済産業省ホームページ
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ロシア／日本との関わり

経済産業省の主な医療国際化関連事業（2/5）

医療国際化事業（つづき）

実施結果実施内容代表団体テーマ実施年ＮＯ.

 ウラジオストク地区の医科大学、モスクワでは医学・生
物学庁、ロスアトム社を訪問し、ロシアにおける先進医
療機器整備に関する最新情報を収集した。

 日本の先進医療機器のプロモーションを行うために、
モスクワ・ウラジオストクの2都市にて、医療機関・医療
従事者向けのセミナーを企画・実施し、一定のプレゼン
ス向上を果たした。

 ロシアにおける医療機器代理店に関する調査を行い、
PET等の先進医療機器の販売およびアフターサービス
活動が可能な代理店候補の絞り込みを行った。

 ロシアにおける医療制度調査

 モスクワ・ウラジオストクにおける医療事情調査

 PET等先進医療機器に対する理解度の調査

 PETセンター計画案件の調査

 現地パートナー（代理店）の発掘
住友重機械

工業
医療機器
市場調査

20123

 ロシア側パートナーとの数回の協議を経て、資金調達
方法を含めて事業計画案を作成した。

 陽子線治療機の一部現地生産化による、初期投資費
用削減案を調査した。

 陽子線治療の患者費用負担低減のために、任意がん
保険商品設計を検討した。

 診断・治療システムの薬事承認プロセスに関する最新
情報を調査した。

 ロシアおよびCIS諸国における診断センター（人間ドッ
ク）のネットワーク構築に関する調査、提案を実施
した。

 ロシア側パートナーとの協議

 事業スキームの検討、事業計画の策定

 資金調達方法検討、収支計画作成

 診断・治療システムの薬事承認調査

 人材育成プログラム検討

 診断の仕組み、予防医療の普及検討

Medical 
Excellence 

JAPAN

日ロ先端医療
センター

2013
20144

（出所） 経済産業省ホームページ
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ロシア／日本との関わり

経済産業省の主な医療国際化関連事業（3/5）
医療国際化事業（つづき）

実施結果実施内容代表団体テーマ実施年ＮＯ.

 ロシアのリハビリテーション医療は我が国の理学療法を指
し、かつ当該理学療法が物理療法や徒手療法等、資格が
細分化されていることがわかった。

 ウラジオストクでは体系的、総合的なリハビリテーション医
療は実施されておらず、物理療法や徒手療法による痛み
の対処や局所的な損傷部位に対する治療が主体であり、
運動療法は集団体操や運動指導が一般的であることがわ
かった。

 リハビリテーションの供給が不足していることがわかった。

 我が国リハビリテーション医療の特徴を最大限活かすこと
により事業化は可能であると判断し、当面は現地医師2
名、運動療法士5名程度で事業をスタートし、当法人の日
本人セラピストが現地で指導にあたることとした。

 沿海州におけるリハビリテーションサービスの現状
把握、需要調査

 ロシアにおけるリハビリテーション専門資格および
教育制度に関する調査

 ロシアにおけるリハビリテーション専門職の技能や
労働実態に関する調査 ・モスクワおよび沿海州に
おけるリハビリテーションサービス提供環境の比較
検討

 我が国リハビリテーションサービスの差別化検討

 事業性評価

 我が国リハビリテーションのアピール

北斗
リハビリテーション

センター
20145

-

東芝メディカルシステムズを代表団体として、東芝メ
ディカルシステムズヨーロッパ、東芝メディカルシステ
ムズロシアがコンソーシアムを組みプロジェクトを実
施。ロシア側は、モスクワ第一医科大学、モスクワ循
環器病センターが協力。

東芝メディカル
システムズ

（現：キヤノンメ
ディカルシステ

ムズ）

循環器病画像
診断トレーニング

センター
20146

 ロシアから内視鏡外科をリードする医師を日本に招聘し、
日本内視鏡外科学会総会における発表、手術手技実習ラ
ボトレーニング、手術・施設見学等を実施。両国の医師によ
る日本式内視鏡外科手術に対する認識度向上を図った。

 ロシアのティーチングホスピタルへのトレーニング拠点構築
を検討し、モスクワにある２大学を今後トレーニング拠点と
して活用することを確認した。ただし、２大学とも常設の各
種機材により医学生を中心とした基礎トレーニングが開催
されているものの、内視鏡外科手術に関しては常設する必
要性が無いと判断したため、トレーニング開催に合わせて
都度機材を持ち込むこととした。

 日本への受入研修実施

 ロシアにおける現地拠点候補の選定および連携、
拠点化のための事業計画立案

 日本とロシアとの学会連携によるトレーニング支援
プログラムの立案検討

オリンパス
内視鏡外科手術

トレーニング
センター

20157

（出所） 経済産業省ホームページ
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ロシア／日本との関わり

経済産業省の主な医療国際化関連事業（4/5）
医療国際化事業（つづき）

実施結果実施内容代表団体テーマ実施年ＮＯ.

 モスクワ市の教育施設でもあるWHCに、日本製デジタルマ
ンモグラフィの導入を行い、検診精度・効率化アップを実現
し、乳がん検診改善のリファレンスサイトの構築ができた。

 日露医師と技師の交流（日本の医療機関研修・ロシアにお
けるシンポジウム開催）により、ロシア医療関係者のスキル
向上およびロシアの乳がん検診の課題の深堀・体系化を
行った。このことにより日本における取組やノウハウを共有
することが課題解決に寄与することが分かった。

 啓発活動のテストを3施設でおこない、トップダウンアプ
ローチが効果があることが分かった。

 ロシアで課題の多い乳がん検診システムを改善し
普及拡大させることを目的に、モスクワ市の女性が
ん 専 門 二 次 医 療 施 設 Women Health
Center(WHC)をパートナーとして、①リファレンス
サイトの構築②両国の医師・技師の交流③日本式
乳がん検診啓発活動の有効性検証等を行い、デ
ジタル化による乳がん検診の精度アップの実証と
新たな課題発掘を行う。

富士フイルム
乳がん検診システ

ム改善
20168

 日本・ロシア双方のリハビリの現状を把握するために大阪・
モスクワでシンポジウムを開催し、リハビリに対する方針・取
り組みの違いを双方認識した。

 ロシアでもがん患者数が増加傾向にあるが、がんリハビリ
のプログラムが存在しないことを把握。MONIKIの要求によ
り、総合リハビリセンターはがんリハビリをテーマとしてス
タートし、段階的に総合リハビリを導入していく方針で合意し
た。

 モスクワ州立学術臨床研究所（MONIKI）内に日本
の総合リハビリセンターを開設し、日本の医療機関
によるリハビリに関する研修等の拠点とする

メディカルツーリ
ズム・ジャパン

リハビリテーショ
ン

20179

 各医療機関や検査会社へのヒヤリングの結果、画像診断と
病理診断の遠隔ダブルチ ェックに対するニーズがある事が
明確になった。特に病理診断の遠隔ダブルチェッ クに対す
るニーズの方が大きく、今後の顧客候補として、MONIKI 以
外にも国立の 医療機関や検査会社まで開拓する事ができ
た。

 ロシア連邦内の遠隔医療法は国境を越えて実施する事を
想定しない為、今後の法改 正などを注視しなければならな
い。しかし「第 2 章 2－3 本事業を推進するにあた っての注
意点」に記載している事項に注意して事業を推進できる事
が分かった。

 日本の遠隔医療センター(Japanese Telemedicine
Center 、 JTC) に 遠 隔医 療 シ ス テ ム を 導 入し 、
MONIKI（モスクワ州立学術臨床研究所） にて実施
した画像診断・病理診断に対する 日本からのセカ
ンドオピニオン実施、ロシア国内の関連医療機関へ
の JTC からの遠隔医療 提供およびセカンドオピニ
オン、日ロ間のオンラインカンファレンス、日本向け
渡航医療 患者の渡航前後のサポートなどを実施す
る

メディカルツーリ
ズム・ジャパン

遠隔医療セン
ター設立

201810

（出所） 経済産業省ホームページ
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ロシア／日本との関わり

経済産業省の主な医療国際化関連事業（5/5）

特記事項セミナーでの主な講演者テーマ内容実施年ＮＯ.

在モスクワ日本大使館で
実施

国立がん研究センター 秋元哲夫 先生
「日本の陽子線治療を中心とした粒現況将来展望について」

慶応義塾大学 後藤修 特任助教授、ほか
「日本での胃癌治療における低侵襲手術の開発」

がんの
先端診断・治療技術

セミナー20131

在モスクワ日本大使館で
実施

実業ロシアより、副会長が
参加

日本赤十字社医療センター 幕内雅敏 院長
“Intraoperative Ultrasound and Liver Surgery”

慈泉会 相澤病院 田内克典 副院長
「日本の放射線治療（陽子線治療）」

がんの
先端診断・治療技術

セミナー、
病院訪問、
大使館での

座談会

20142

官民ミッション

（出所） 経済産業省ホームページ

※上記のほか、「新興国マクロヘルスデータ、規制・制度に関する調査（ロシア）」（2014年）といったレポートを作成・公開している
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ロシア／日本との関わり

外務省の主な医療国際化関連事業

 1994年以降、ロシアの市場経済改革支援の一環として、6都市（ハバロフスク、ウラジオストク、サハリン、モスクワ、サンクト・

ペテルブルク、ニジニー・ノヴゴロド）に日本センターを設置し、医療や経営など様々な研修を行っている。

6都市の日本センターで
約93,000名
各種研修を受講

約6,000名
訪日研修に参加

（出所） 外務省ホームページ

外務省主催の研修参加者数
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ロシア／日本との関わり

厚生労働省とロシア保健省の協力覚書（MOC）締結状況

（出所） 厚生労働省ホームページ

 2016年12月に、厚生労働省とロシア保健省がMOCを締結した。

締結状況

 2016年12月、首脳会談に合わせて結ばれた

保 健医 療

『日本国厚生労働省とロシア連邦保健省との間の

医療・保健分野における協力覚書』

協力推進

非感染性疾患及び非感染性疾患が発生するリスク要因の早期発見

を含む健康の強化及び疾病予防の強化公的医療保険制度

初期医療，リハビリテーション及び緩和医療

母子の健康維持

「e－ヘルス」，遠隔医療及び保健分野に適用されるその他の情報通

信技術

医療従事者の技能向上

保健分野における医療イノベーション技術と治療の導入

双方によって決定される保健分野におけるその他の協力分野

1

2

3

4

『日本国厚生労働省とロシア連邦保健省との間の
医療・保健分野における協力覚書』の具体的な内容

5

6

7
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ロシア／日本との関わり

厚生労働省が関係するその他の協力覚書（MOC）締結状況

（出所） 厚生労働省ホームページ

 厚生労働省が関係するその他のMOCは確認できなかった。
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ロシア／日本との関わり

厚生労働省の主な医療国際化関連事業

国際的な課題、日本の医療政策や社会保

障制度等に見識を有する者、日本の医療

従事者や医療関連産業の技術者等を関係

国へ派遣すること、および

諸外国から医療従事者や保健・医療関係

者等を受け入れることを実施

事業名事業実施機関名実施年ＮＯ.

ロシア極東に於ける日本式リハビリテーション普及に向けた研修事業社会医療法人 北斗20171

医療技術等国際展開推進事業

（出所） 国立国際医療研究センター（NCGM）ホームページ

 2015年度から「医療技術等国際展開推進事業」を実施している。

2015年～ 医療技術等国際展開推進事業を開始

目的

日本の医療制度に関する経験
の共有、医療技術の移転や

高品質な日本の医薬品、医療
機器の国際展開を推進

ロシアを対象
とした事業 件実施

（2017年度）
1
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ロシア／日本との関わり

文部科学省の主な医療国際化関連事業

 「21世紀COEプログラム」では、2004年度に長崎大学などによる「放射線医療科学国際コンソーシアム」を採択した。

 「大学の世界展開力強化事業」では、2014年度に新潟大学による「日露の経済・産業発展に資するグローバル医療人材育成

フレームワークの構築」を採択した。

放射線医療科学国際コンソーシアム （2004年度採択）
日露の経済産業発展に資するグローバル医療人材育成
フレームワークの構築 （2014年度採択）

長崎の原爆の後障害医療研究、およびチェルノブイリ原発事

故・セミパラチンスク核実験場周辺の放射線被ばく者に対する国

際医療と疫学等を統合し、新たな領域を切り開くことを目的に形

成された。

若手研究者の相互派遣事業等を通じ、様々なプロジェクトが推

進されている。

新潟大学

クラスノヤルスク
医科大学

極東医科大学 パシフィック
医科大学

過去20年にわたり、
計180名を超える人材の交流が行われてきた。

両国の医療の発展と世界の医学の進歩に資する「グローバル

医療人」を育成する教育フレームワークの構築を目指し、夏期

交流プログラムやダブル・ディグリープログラムなどを行う。

（出所） 放射線医療科学国際コンソーシアムホームページ、新潟大学ホームページ

長崎大学

ロシア医学アカデミー
医学放射線研究所

アルタイ医科大学

欧米から複数の
大学・研究所

その他

参加機関

…等のロシア8大学と連携
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ロシア／日本との関わり

AMEDの主な関連事業

（注）当該国との共同研究や、当該国を主な対象とした研究開発課題を中心に抽出した。
（出所） AMEDホームページ、長崎大学熱帯医学研究所ホームページ

概要代表研究機関研究開発課題プロジェクト実施年ＮＯ.

 日本、ロシア、ベトナムにおける鳥インフルエンザウイルス保有状況調
査を実施する。さらに分離されたウイルスの性状解析を行う

 ワークショップとトレーニングコースを開催し、進捗の共有と研究技術
の質保証を行う

北海道大学

環太平洋地域における渡り鳥の東ア
ジアおよびオーストラリア飛翔路に
沿った人獣共通感染症病原体として
の鳥インフルエンザウイルスのグロー
バルな伝播に関する研究

その他
2017～
20201
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ロシア／日本との関わり

JETROの主な医療国際化関連事業

 「ロシアの医療機器市場・規制の現状」（2011年） や「ロシアの医療機器市場と規制」（2012年）といった各種レポートの公開を

行っている。

（出所） JETRO ホームページ

 ロシアの医療機器市場・規制の現状

https://medica.messe-dus.co.jp/fileadmin/medica/uploads/JETRO_2012_RussianMedicalEquipmentMarket.pdf

 ロシアの医療機器市場と規制

（リンク切れ）

等


